


令和７年度　第４７回入間市防災訓練概要　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
１．目　的
近い将来発生すると言われている首都直下地震や立川断層帯に起因する活断層地震を想定し、自助・共助・公助体制を検証するために訓練を実施する。
また、震災時、風水害時ともに必要不可欠な避難所の開設手順や運営方法を確認するとともに、災害対策本部や現場本部の統括について強化を図る。
＜立川断層と入間市の配置図（地震調査研究推進本部発表の図を抜粋。入間市境界を加筆。）＞[image: ]

埼玉県の地震被害想定調査によると立川断層が活動した場合に発生する地震が、入間市に最も大きな被害をもたらすものと予測されています。【立川断層帯地震　30年の発生確率は0.5～2％】
平成7年  阪神・淡路大震災 30年の発生確率は0.4～8％
平成28年 熊本地震　　　　 30年の発生確率は0～0.9％
令和6年  能登半島地震     30年の発生確率は1～3％
　※発生確率は、発生直前の数値









２．訓練想定
　令和７年１１月９日（日）午前８時１５分、立川断層帯によるマグニチュード７.４、震度６強の強い地震が発生し、直前には季節外れの長雨により市内の土壌雨量指数も高い状態にあったため、土砂災害も発生している。（埼玉県地震被害想定調査に基づく地震の規模等）
地震により家屋が多数倒壊し、火災も多発し、また、電気、電話、ガス、水道などのライフラインに重大な障害が発生している。市は地域防災計画等に従い災害対応を開始する。

３．重点項目
　災害発生から数時間を想定して、実態に合わせた訓練を実施する。
①避難所開設及び運営訓練の実施
②現場本部訓練の実施
③災害対策本部訓練の実施

４．共同主催
　入間市・入間市連合区長会

５．訓練実施日
　令和７年１１月９日（日）雨天決行(気象警報発令時など災害発生の恐れがある場合は中止)

６．訓練会場
①４８会場　避難所　　　（豊岡高校、向陽高校、市民体育館、東金子中学校、宮寺地区体育館を除く）
②９会場　　現場本部　　（各地区センター）
③１会場　　災害対策本部（市役所）
７．訓練目標
地震発生後、実際の動きを体験し、必要な行動や対策を確認する。
1 自分の身は自分で守る「自助」を確認する。
（１）平時から非常持出品、備蓄品を準備
（２）安全確保行動（シェイクアウト）や安否タオルの表示
（3） 避難所へ向かうときはリュックを持参
2 地域でお互いに助け合う「共助」を確認する。
（１）安否表示8タオルなど）の確認
（２）避難誘導、要支援者への支援
（４）必要に応じ、自主防災会の計画による初期消火活動、救出活動(医療救護活動)等
（３）避難所の設営や運営

８．被害予測一覧
入間市地域防災計画（総-15ページ）による被害予測量一覧【冬の18時を想定】
　　建物被害　全壊　　　　　　　７３６棟
半壊　　　　　３，５１１棟
　　人的被害　死者　　　　　　　　３７人
負傷者　　　　　　４６６人
　　避難者数(１日後)　　　　４，６２３人
電力停電世帯数　　　１８，４０９世帯
　　都市ガス供給停止件数　１６，７０４件
　　水道断水人口　　　　　５５，１９０人（断水率３６．８％）
　　下水道機能支障人口　　３５，０５６人（被害率２７％）

９．立川断層帯地震の特徴
立川断層帯地震は、阪神淡路大震災で発生した地震に近いものとされており、振動が縦に伝わることが特徴です。震源の深さはごく浅い箇所で発生すると言われており、下から「ドン」と突き上げるような振動のイメージで被害が大きくなる傾向がある。

10．実災害に対応した訓練の実施
大地震では混乱し、普段の生活や行動ができなくなるため、防災訓練では、災害時に迷うことなく安全な行動ができるよう防災知識を身に付けることを目的として、災害時の行動や対応方法を確認する。避難所開設や運営の責任者は市職員であるが、災害の規模が大きいほど職員がすぐにかけつけることが困難となり、また、十分な職員数を配置できない状況も考えられる。
　こうした状況でも、避難者の安全な空間確保は必要であり、避難された方自ら避難所の開設に携わらなければならない。発災直後から数時間を想定して、実際の行動を確認する。
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